


























《ＦＰＤ製造装置》 









(3)半導体市場変動による影響 

当グループは、技術革新が激しく自らの強みを発揮できる半導体製造装置等のハイテク分野に資源を

集中させることにより、高い利益率を獲得してきました。半導体市場は技術の変化により大幅に成長す

る反面、需給バランスが崩れることによって市場規模が一黷ﾉこ庫よ｢ﾄﾈ局ｽ免に｣Xして爐利貨をｶｭめツせるよ｢ﾄﾉ構�
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(7) 【議決権の状況】 

  

























 

役名 職名
氏名 

(生年月日)
略歴 任期

所有株式数
(株)

取締役
財務・経理 

担当
本 田 祐 一

(昭和22年８月22日生)

昭和61年６月 山陽国策パルプ㈱退社

(注)４ 5,100

昭和61年７月 当社入社



 
(注) １ 取締役のうち井上弘氏及び常深康裕氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役のうち田近東吾氏及び前田博氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、平成15年４月から、執行役員制度を導入しております。 
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③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 

























































    

  

 

  

 
  

第３回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年６月22日 平成17年６月24日 平成17年６月24日 平成18年６月23日

権利確定前

 期首(株) 794,300 85,200 92,000 ―

 付与(株) ― ― ― 66,900

 失効(株) 3,700 1,700 3,600 1,600 

 権利確定(株) 790,600 ― ― ―

 未確定残(株) ― 83,500 88,400 65,300

権利確定後

 期首(株) ― ― ― ―

 権利確定(株) 790,600 ― ― ―

 権利行使(株) 310,600 ― ― ―

 失効(株) 9,700 ― ― ―

 未行使残(株) 470,300 ― ― ―

会社名
東京エレクトロン 

デバイス㈱
東京エレクトロン

デバイス㈱

決議年月日 平成16年６月18日 平成17年６月21日

権利確定前

 期首(株) 300 350

 付与(株) ―

 失効(株) ―

 権利確定(株) 300

 未確定残(株) ― 350

権利確定後

 期首(株) ―

 権利確定(株) 300



②単価情報 
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(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 





⑥a【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高欄の( )内数字は、１年以内の償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 
  

 
３ 第４回無担保新株引受権付社債の内容等は次のとおりであります。 

 

 

 
  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高 

(百万円)

当期末残高 

(百万円)
利率(％) 担保 償還期限

当社 第10回無担保社債 平成15年８月15日 20,000 ― 年0.42 無担保 平成18年８月15日

当社 第11回無担保社債 平成15年８月15日 30,000 30,000 年0.72 無担保 平成20年８月15日

当社
第４回無担保 

新株引受権付社債
(注)３ 平成12年６月９日 4,500 ― 年1.59 無担保 平成18年６月９日

当社
第５回無担保 

新株引受権付社債
(注)４ 平成13年６月８日 5株ズ?｠ 20,0汲 (百麻Y?｠� 無担保 平成18年蔚月８日 �9











② 【損益計算書】 





③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

株主総会承認年月日 前事業年度
(平成18年６月23日)

区分 注記
番号



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

   

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 54,961 78,023 55 78,078

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の積立

 特別償却準備金の取崩

 別途積立金の積立

 剰余金の配当

 役員賞与

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 267 267

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ 267 267

平成19年３月31日残高(百万円) 54,961 78,023 323 78,346

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本  

合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金 
合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,660 1,462 124,500 31,614 163,237 △aaa15,116 281,160

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の積立 410 △ aaaaa410

─

 特別償却準備金の取崩 △ aaaaa949 949

─

 別途積立金の積立 18,000 △ aa18,000

─

 剰余金の配当 △ aa12,843 △ aa12,843 △ aaa12,843

 役員賞与 △ aaaaa215 △ aaaaa215 △ aaaaaa215

 当期純利益 51,699�

aaaaa١㉩䓩㞉⡨ⳉ峹㌀

伹梭⠆�栧怀























⑤a【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱東京放送 1,774,569 7,737

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

1,326.3 1,763

月島機械㈱ 150,000 183

ローム㈱ 9,000 96

㈱ビーエス・アイ 15,000 87

シャープ㈱ 37,632 85

㈱フューチャービジョン 1,061 53

ALLEGRO MANUFACTURING PTE.LTD. 875,000 34

㈱東通 500 25

MOLECULAR IMPRINTS,INC. 666,667 17

その他７銘柄 610,106 16

小計 4,140,861.3 10,100

計 4,140,861.3 10,100





【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替による戻入額等であります。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 435 801 42 392 801

賞与引当金 1,983 2,683 1,983 ─ 2,683

役員賞与引当金 ─ 396 ─ ─ 396

製品保証引当金 12,015 15,262 12,015 ─ 15,262

役員退職慰労引当金 457 ─ 12 ─ 444

関係会社投資等 
損失引当金

6,303 ─ ─







⑤ 貯蔵品 

  

 
  

⑥ 短期貸付金 

  

 
  

ｂ 固定資産 

関係会社株式 

  

 
  

貯蔵品分類 金額(百万円)

開発用貯蔵品 126

合計 126

会社名 金額(百万円)

東京エレクトロンＡＴ㈱













独立監査人の監査報告書 

 

平成19年６月22日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 ��&



“ Æ — § Š Ä • ¸ • l ‚ Ì Š Ä • ¸ • ñ • • • ‘   • ½ • ¬ 1 8 ” N ‚ U Œ Ž 2 3 “ ú

“ Œ ‹ ž ƒ G ƒ Œ ƒ N ƒ g ƒ • ƒ “ Š ” Ž ® ‰ ï Ž Ð  

Ž æ ’ ÷ – ð ‰ ï  Œ ä ’ †           




	有価証券報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【沿革】
	３　【事業の内容】
	４　【関係会社の状況】
	５　【従業員の状況】

	第２　【事業の状況】
	１　【業績等の概要】
	２　【生産、受注及び販売の状況】
	３　【対処すべき課題】
	４　【事業等のリスク】
	５　【経営上の重要な契約等】
	６　【研究開発活動】
	７　【財政状態及び経営成績の分析】

	第３　【設備の状況】
	１　【設備投資等の概要】
	２　【主要な設備の状況】
	３　【設備の新設、除却等の計画】

	第４　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【自己株式の取得等の状況】
	３　【配当政策】
	４　【株価の推移】
	５　【役員の状況】
	６　【コーポレート・ガバナンスの状況】

	第５　【経理の状況】
	１　【連結財務諸表等】
	２　【財務諸表等】

	第６　【提出会社の株式事務の概要】
	第７　【提出会社の参考情報】
	１　【提出会社の親会社等の情報】
	２　【その他の参考情報】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	監査報告書




